











































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































174 専修ロージャーナル　第14号 2018. 12
95　この点に関する学説状況を整理した研究として，内藤忍「日本における従業員代表制の立法
化に関する議論の状況」労働政策研究・研修機構編『労働条件決定システムの現状と方向性─
集団的発言機構の整備・強化に向けて』（労働政策研究・研修機構，2007年）234頁。
してきた96。判例が労基法上の労働時間制の判定においてメルクマールとしてきた
指揮命令の実際の内容が労働のサービス化やICTの発達によって変化していること
も，この問いへの取り組みを必要とする要因となっている。
労働時間法の目的～史的分析を基礎として 175
96　この点に関する代表的研究として，荒木尚志『労働時間の法的構造』（有斐閣，1991年）。
